
仕様書番号 ６各消総第２０７号 

物 品 仕 様 書 

１．契約件名   消防救急デジタル無線部分更新機器購入 

２．契約履行期限  令和７年３月２１日（金） 

３．契約履行場所  各務原市那加桜町１丁目６９番地 各務原市消防本部 

４．物品の品名・仕様・規格及び数量 

品名・仕様・規格 数量 単位 金 額(円) 備考 

消防救急デジタル無線

機器(詳細は別紙のと

おり) 
1 式   

消 費 税（10％）   

合 計   

５．契約代金の支払時期及び方法 
物品の納入が完了した日から１０日以内に検査をし、当該検査後、適法な支

払請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。 

６．その他 

詳細については、消防本部消防課の担当職員と協議し、その指示に従うこと。 
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第１章 総 則 

 

１ 総則 

（１） 適用 

本仕様書は、発注者各務原市消防本部（以下「甲」という。）と受注者（以下「乙」と

いう。）との間で締結する「消防救急デジタル無線部分更新機器購入」における請負契約に

適用する。 

 

（２） 目的 

本仕様書は、甲が、デジタル無線通信方式により消防及び救急業務用の無線通信網を構築

するため、本据付設定に関わる無線設備の製造、据付、調整及び運用に係る支援作業につい

て必要な事項を定めるものである。 

 

（３） 履行場所 

各務原市那加桜町１丁目６９番地 各務原市消防本部 

※消防本部にて無線基地局装置と管理監視制御卓、遠隔制御装置、空中線、空中線共

用器、同軸避雷器を更新すること。 

 

（４） 契約期間 

契約締結日から令和７年３月２１日までとし、契約期間内に整備を完了し、運用が開始

できること。 

 

（５） 契約の範囲 

乙は、本仕様書に基づき本据付設定の設備の製造、運搬、据え付け及び調整並びに運用開

始時の技術指導等を行うとともに、本据付設定の完成に必要な官公庁及び関係機関との調

整、諸手続から検収に至るすべての業務サポートを行うこと。また、上記手続きに伴う費用

は乙の負担とする。 

 

（６） 関連法規 

乙は本仕様書に定めるもののほか、以下の関係法令、規定を遵守しなければならない。 

ア 電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

イ 電波法関係審査基準 

ウ 消防庁告示第十三号（平成 21年 6月 4日） 

「緊急消防援助隊の出動その他消防の応援等に関する情報通信システムのうち、消

防救急デジタル無線通信システムに係るものの仕様を定める件」 
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エ 電気通信事業法 

オ 建築基準法 

カ 消防法 

キ 電池工業会規格 

ク 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

ケ 消防救急デジタル無線共通仕様書 

コ 無線設備の停電・耐震対策のための指針（総務省指針） 

サ 国際電気通信連合電気通信標準化部門制定標準規格（ITU-T） 

シ 国際電気通信連合無線通信部門制定標準規格（ITU-R） 

ス その他関係法令、規則及び規格 

 

２ 一般事項 

（１） 現地調査等 

設備機器の据付設定等にあたり、甲の管理する以外の土地、建物等に立ち入る必要があ

る場合は、事前に甲と協議の上、所定の手続きを行うこと。 

 

（２） 秘密の保持 

甲及び乙は、本契約に関して知り得た相手方の販売上、技術上又はその他の業務上の秘

密を相手方の書面による事前承諾なしに第三者に公表又は漏洩してはならない。 

 

（３） 個人情報の保護 

甲及び乙はこの契約による作業を処理するに際し、個人情報を取り扱う場合には「個人

情報保護特記事項」を遵守すること。 

 

（４） 疑義 

本仕様書に明記されていない事項又は疑義を生じた場合は、甲及び乙が協議して定める

ものとする。 

 

（５） 契約不適合責任 

契約後、仕様不適合事項が発覚した場合には、受注者の責により、仕様に適合するように

対応しなければならない。 

 

（６） 移動局の表示方法等 

システム構築に必要となる、移動局の使用チャネルの表示名称等については、別途必要

に応じて甲より指示するものとする。 
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３ 環境条件 

（１） 温湿度条件 

   機器は、次の条件で異常なく動作するものであること。なお、第３章の装置仕様に記載が

ある場合は、第３章の記載内容を優先とする。 
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第２章 システム概要 

 

１ 全体システム系統図と員数表 

今回更新する装置及び員数を以下に示す。 

１．無線基地局装置（基本架） １式 

２．無線基地局装置（増設架） １式 

３．管理監視制御卓   １式 

４．遠隔制御装置   １式 

    ５. 空中線             ４基 

  ６. 同軸避雷器           ４式 

  ７．空中線共用器          ２式 

 

２ システム構成 

消防救急デジタル無線システム 

既設のシステム構成を踏襲すること。 

３   無線システムの機能 

既設の機能を踏襲すること。 

４  指令システムの機能 

  既設の機能を踏襲すること。 
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第３章 装置仕様 

 

１  管理監視制御卓 

本装置は、消防救急デジタル無線システムの主要機器の動作状況を監視・制御及び保

守が行える装置である。監視・制御の対象機器は、無線回線制御装置、無線基地局装置、

ネットワーク機器とする。 

 

（１）機能 

ア 監視 

①無線回線制御装置に接続された、各機器の接続状況を表示できること。 

②ＩＣＭＰによるネットワーク監視ができること。 

③接点信号による付帯設備（電源、空調など）の装置監視が、１無線基地局装置当り 

１０項目以上可能なこと。 

④接点ボックスを設置することにより、１６項目以上の監視が可能なこと。 

⑤検出した故障情報を以下の方式により、指令員等に通知できること。 

１）管理監視制御卓のディスプレイ上へのアラーム表示 

２）管理監視制御卓からのブザー音等による通知 

３）故障を重要表示灯等に一括出力できること 

⑥検出した故障情報は履歴管理し、日付での検索及び故障履歴を出力できること。 

 

イ 制御 

①無線基地局装置の無線部切替（現用／予備切替）制御ができること。 

②無線基地局装置の無線通信チャネル（周波数）切替が行えること。 

③常送方式の無線基地局装置を非常送に切替できること。 

④接点信号による付帯設備（電源、空調など）の制御が１無線基地局装置当り１０ 

項目以上可能なこと。 

⑤接点ボックスを設置することにより、８項目以上の制御が可能なこと。 

 

ウ 保守 

①通信履歴 

１）管理監視制御卓を操作し、通信履歴として以下の内容が画面上で確認可能なこと。 

また、ファイル保存が可能なこと。 

ａ）通信開始・終了の年月日、時分秒 

ｂ）発着呼 基地局・移動局名称 

ｃ）チャネル名称 
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ｄ）通信種別（一斉／個別／グループ） 

ｅ）通信形態（音声／非音声） 

２）通信履歴保存件数は、規定数を超えた場合は古いものから自動的に削除すること。 

②故障履歴 

１）管理監視制御卓を操作し、故障履歴として以下の項目が画面上で確認可能なこと。 

また、ファイル保存が可能なこと。 

ａ）故障発生装置 

ｂ）故障発生内容 

ｃ）故障発生時刻 

ｄ）故障状態（発生／復旧等） 

２）故障履歴保存件数は、規定数を超えた場合は古いものから自動的に削除すること。 

３）故障履歴情報は日付を指定し表示できること。また、設置場所、対象装置の情報 

が含まれること。 

③操作履歴 

１）管理監視制御卓を操作し、操作履歴として以下の項目が画面上で確認できること。

また、ファイル保存が可能なこと。 

ａ）制御対象装置 

ｂ）制御内容 

ｃ）制御日時 

２）操作履歴保存件数は、規定数を超えた場合は古いものから自動的に削除すること。 

 

（２）構造概要 

   本装置は卓上型であること。 

 

（３）規格 

ア 機器仕様 

①ＣＰＵ  ：インテル® Xeon® プロセッサー （３．６０ＧＨｚ以上） 

②メモリ  ：８ＧＢ以上 

③補助記憶装置         ：５００ＧＢ以上 

④外部記憶装置         ：光学ディスク等 

⑤入力方式  ：マウス入力及びキーボード入力 

⑥ディスプレイ         ：１７型以上（カラー液晶ディスプレイ） 

⑦運転条件  ：２４時間連続運転が可能なこと 

⑧外観寸法  ：４２０．０(W)×４２２．０(D)×１６３．０(H)mm 

(コネクタ部は除く、ゴム足含む) 

イ 環境条件 
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①動作保証温度 ：５℃～３５℃ 

②動作保証湿度 ：２０～８０％(結露なきこと) 

 

ウ 接点ボックスでの監視制御数(設置された場合のみ) 

①監視項目数 ：１６項目 

②制御項目数 ： ８項目 

 

２  無線基地局装置 

本装置は、２６０ＭＨｚ帯デジタルＳＣＰＣ方式の無線基地局装置であり、無線回線

制御装置と有線のネットワークを介して接続され、指令センターと移動局、移動局相互

間の無線通信を行うための装置である。 

 

（１）機能 

ア 無線回線制御装置に接続され、指令センターと移動局、移動局間の無線通信に対応可

能であること。また、移動局に対して出動指令時または通信規制時に発信規制信号、

および強制切断信号等の通信規制信号の送信が可能なこと。 

イ 無線基地局装置には、２６０ＭＨｚ帯デジタル無線用のチャネルを実装すること。 

ウ 無線回線制御装置に接続された場合、基地局折り返し通信機能を有すること。また、

無線回線制御装置の故障、または無線回線制御装置と無線基地局装置までの回線が使

用不能の場合は無線基地局装置単独での基地局折り返し運用が可能なこと。単独運用

時の基地局折り返し機能は、チャネルごとに折り返し有無の設定が可能なこと。 

エ 消防救急デジタル無線共通仕様書記載の基本番号体系の団体コードを識別し、団体コ

ードが一致した場合のみ音声出力と折り返し動作を行うこと。ただし、共通波は団体

コードに関わらず音声出力を行い、指令系装置応答後に折り返し動作を行うこと。 

オ 無線基地局装置本体にて、通話内容のモニタ、移動局との試験通話が可能なこと。 

カ 自己診断機能を有しており、障害発生時には無線回線制御装置に対して障害情報を出

力可能なこと。 

キ 無線基地局装置として無線回線制御装置向けインタフェースを２口備え、ネットワー

ク回線の二重化にも対応可能であること。 

ク 無線部は現用系、予備系の設定が可能であり、障害発生時には自動的に予備系への切

替が可能なこと。なお、２架以上の構成となる場合においては、複数の現用系に対し

て共通的に使用できる予備系の設定が可能であること。また、予備系の無線部は２６

０ＭＨｚ帯デジタル無線を設けることが可能なこと。また、操作部、および管理監視

制御卓からの手動操作でも、現用／予備切替が可能なこと。 

ケ 受信状態を監視し、受信入力情報（受信した移動局番号、受信機入力電圧、チャネル

情報）を無線回線制御装置へ出力可能なこと。 
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コ 局舎の付帯装置の障害情報について、接点情報として無線基地局装置に取り込むこと

により無線回線制御装置を経由して管理監視制御卓にてアラーム監視が可能なこと。

また、管理監視制御卓から付帯装置の制御が可能なこと。 

サ 指令系装置、操作部、および管理監視制御卓からの操作により、常送／非常送切替、

チャネル切替の設定変更が可能なこと。 

シ 指令系装置から無線回線制御装置を経由し統制波のチャネル切替を行えること。 

ス ＯＤ回線にて遠隔制御器を直結し、遠隔制御器と移動局が通話可能なこと。 

 

（２）構造概要 

ア 制御部及び、制御部への電源供給は二重化構造であること。 

イ スリムラック型架構造にて、最大２架構成（基本架：１、増設架：１）により無線部 

６台を実装し、無線部の現用系、予備系で設定した配備が可能なこと。そのうち最大

６ＣＨを現用系として運用可能なこと。 

ウ 無線回線制御装置向けインタフェースは二重化された構造であること。 

エ 主要機能毎にパッケ－ジ化された構造であり、保守性を考慮し、装置電源が投入され

たままでも主要機能毎のパッケ－ジ交換が可能な構造であること。 

オ 日常保守、定期点検、及び定期交換部品の交換作業が円滑に行えるよう、前面保守が

可能な構造であること。 

カ 装置上部にランプを有し、通常運転やアラーム発生等の状態を容易に視認可能なこと。

また、主要パッケージ毎にランプを有し、通常運転やアラーム発生等の状態を容易に

視認可能な構造であること。 

キ 埃の混入対策として、前面に扉を備えた構造であること。 

 

（３）規格 

ア 一般仕様 

①外形寸法 ：約１８００mm（Ｈ）×約２６０mm（Ｗ）×約３００mm（Ｄ）以下 

※突起物を除き基本架１架の寸法。増設架１台の寸法も同じ。 

②電源電圧 ：ＤＣ－４８Ｖ ±１０％以内 

③消費電力 ：(基本架 20W 現用／予備) 330W 以下 

(基本架 20W 現用／現用) 480W 以下 

(増設架 20W 1TRX) 150W 以下 

(増設架 20W 2TRX) 300W 以下 

(増設架 20W 3TRX) 450W 以下 

(増設架 20W 4TRX) 600W 以下 

④動作温度 ：－１０℃ ～ ５０℃ 

⑤動作湿度 ：９５％以下（３５℃、結露なきこと） 
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イ ２６０ＭＨｚ帯デジタル部 

①送信周波数帯 ：２７３～２７５ＭＨｚ 

②受信周波数帯 ：２６４～２６６ＭＨｚ 

③アクセス方式 ：ＳＣＰＣ 

④無線変調方式 ：π／４シフトＱＰＳＫ 

⑤双方向通信方式 ：ＦＤＤ 

⑥ダイバーシチ方式  ：最大比合成 

⑦発振方式   ：水晶発振制御シンセサイザ方式 

⑧キャリア周波数間隔 ：６．２５ｋＨｚ 

⑨伝送速度   ：９．６ｋｂｐｓ 

⑩周波数安定度   ：±０．２ｐｐｍ以内 

⑪占有帯域幅   ：５．８ｋＨｚ以下 

⑫隣接チャネル漏洩電力：－５５ｄＢ以下または３２μＷ以下 

※±６．２５kＨｚ離調 測定帯域幅±２．４ｋＨｚ 

⑬スプリアス発射または不要発射の強度 

１）帯域外領域 ：２．５μＷ以下又は基本周波数の平均電力より６０ｄＢ低い値 

２）スプリアス領域：２．５μＷ以下又は基本周波数の搬送波電力より６０ｄＢ低 

い値 

⑭空中線電力 ：実行放射電力にて１０Ｗ／５Ｗの何れか規定点は架上端子とし 

          送信出力＋２０％、－５０％以内 

⑮受信感度 

１）スタティック感度：０ｄＢμＶ以下 （ＢＥＲ＝１％） 

２）フェージング感度：５ｄＢμＶ以下 （ＢＥＲ＝３％） 

※フェージング特性、ドップラー周波数＝１０Ｈｚ 

⑯スプリアスレスポンス：５３ｄＢ以上 

⑰隣接チャネル選択度  ：４２ｄＢ以上 

⑱相互変調特性    ：５３ｄＢ以上 

 

３  遠隔制御装置(ＬＡＮタイプ:卓上型) 

本装置は、無線回線制御装置とＬＡＮインタフェースにて接続され、無線基地局装置

を経由し、移動局との通信を行うものである。また、指令系装置の故障時においても、

独立して無線基地局装置経由で移動局との通信を行い、運用が可能である。 
 

（１）機能 
ア 選択ボタンにより、無線基地局装置を指定し一斉音声通信の発信が可能なこと。 
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イ 移動局等からの音声受信時には、装置内蔵のスピーカより音声の出力が可能なこと。 

ウ 内蔵スピーカの音量調整は、装置本体（調整用ボリューム）で可能なこと。 

エ 送信中及び受信中の状態は、装置本体にて容易に視認可能なこと。 
オ 通話中の発信者番号及び移動局名称を装置本体の表示部に８文字以上で表示できる

こと。又、通信種別(一斉・個別・グループ)、無線通信チャンネル名称及び基地局無

線装置名称を４文字以上で表示可能なこと。 
  カ 他局が無線通信チャンネルを使用中の場合、当該無線通信チャンネルが使用中である

ことを装置本体にて視認可能なこと。 
  キ 無線通信チャンネルを指定し、呼出先の移動局を選択することで個別音声通信が可能

なこと。 
 ク 無線通信チャンネルを指定し、呼出先のグループを選択することでグループ音声通信 

が可能なこと。 
  ケ 本装置に障害が発生した場合、装置本体にて容易にアラームが視認可能なこと。 
  コ 本装置が個別音声通信で呼出された場合には着信音が鳴動し、応答後に個別音声通信

確立及び切断が可能なこと。 
 サ 本装置では最大８つの無線通信チャンネルをモニタ可能なこと。尚、複数の無線通信

チャンネルを選択した場合、合成された音声を出力可能なこと。 
 

（２）構造概要 
ア 本装置は卓上型であること。 
イ スピーカ内蔵であること。 
ウ 送受話器を有すること。 
エ 音量調整用のボリュームを有すること。 
オ 操作面に液晶表示が設けられていること。 
カ 無線回線制御装置との接続はＬＡＮで接続できること。 
キ 無線通信チャンネルと基地局無線装置を選択するボタンが各８個設けられているこ 
  と。 
 

（３）規格 
ア 電源電圧：ＡＣ１００Ｖ±１０％以内 
イ 消費電流：１．０Ａ以下 
ウ 回線数  ：８ＣＨ（最大）チャネル選択が可能なこと。 
エ インタフェース：ＬＡＮ 
オ 外形寸法：約１００ｍｍ（Ｈ）×約２５０ｍｍ（Ｗ）×約３００ｍｍ（Ｄ）以下 

 (※ 突起物を除く) 
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４  基地局空中線 

本空中線は、耐久性のある堅固な構造でアンテナ塔等へ強固に取付可能であり長期 
使用に耐えうる空中線であること。 
 

（１）機能 
  基地局無線装置と空中線共用器を経由して接続し、送受信可能なこと。 
 

（２）構造概要 
    発錆・腐食対策がされたものであり、最大瞬間風速６０m/sec に耐えうる構造で 
   であること。 
 

（３）規格 
ア 周波数帯域：２６０～２７５MHz の指定周波数 
イ 最大利得  ：６．１５ｄＢｉ 
ウ ＶＳＷＲ  ：１.５以下 
エ インピーダンス：公称５０Ω 
オ 耐風速   ：最大瞬間風速にて６０m/sec 
カ 給電部接栓：Ｎ－Ｊ型 
キ 質量      ：９．０Ｋｇ以下(取付金具含まず) 

 

５  同軸避雷器 

    誘導雷対策として空中線共用器と空中線間に挿入して同軸ケーブルを直流的に 
接地させ、基地局無線装置を保護するものである。 

（１）構造概要 
  ア ポール又は壁面取付が可能なこと。 
  イ 入力接栓はＮ型とすること。 
 

（２）規格 
  ア 構成       ：１／４波長ショートスタブ型 
  イ 挿入損失   ：０.２ｄＢ以下(ケーブル損失含まず) 
    ウ ＶＳＷＲ   ：１．２以下 
  エ インピーダンス：公称５０Ω 
  オ 許容電力   ：１００Ｗ 
  カ 質量     ：約１．８Ｋｇ 
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６  空中線共用器(ハイブリット:４ＣＨ用) 

        基地局無線装置と同軸ケーブルにより接続され、送受異なる周波数帯にて空中線を 
   共用する為の装置であり、安定した同時送受信を可能とすること。 
 

（１）機能 
  ア 送受異なる周波数帯間の減衰を確保し、空中線の共用を可能なこと。 
  イ ダイバーシチ受信に対応し、最大４台分の無線機を２基の空中線で送受信可能とす 
    ること。 
  ウ 送信系統は、２台分の無線機を１系統の空中線へ合成する回路を２系統備えたもの 
    であること。 
  エ 受信系統は、1 系統の空中線を最大４台分受信分配可能な回路を２系統備えたもの 
    であること。(ダイバーシチ対応) 
    オ 受信系統へは共通の受信増幅器を搭載しており、増幅部不具合時には増幅部をスルー 
    になるように回路を切替えるとともに、警報出力として外部へ接点出力すること。 
 

（２）構造概要 
  ア 共用部及び増幅部から構成され、最大４台分の無線機を２基の空中線で対応可能な 

回路を備えた装置とする。 
  イ 原則、前面保守が可能な構造であること。 
 

（３）規格 
  ア 共用チャンネル ：４ＣＨ(送信４波／受信４波) 

    イ 電源電圧       ：ＤＣ－４８Ｖ±１０％以内 

  ウ 消費電流       ：０．２Ａ以下 

  エ 周波数帯       ：送信 ２７３～２７５ＭＨｚ 

                受信  ２６４～２６６ＭＨｚ 

  オ 入出力インピーダンス:公称５０Ω、不平衝 

  カ 最大許容入力  ：送信 ２０Ｗ(各ＴＸ端子より) 

             受信 ＋１０ｄＢｍ(各ＡＮＴ端子より) 

    キ 挿入損失       ：送信 ５．０ｄＢ以下(各ＴＸ端子→ＡＮＴ端子間)  

             受信 １０ｄＢ以下(各ＡＮＴ端子→ＲＸ端子、ＳＤ－ＲＸ端子) 

  ク 相対減衰器   ：送信 ９０ｄＢ以上(各ＴＸ端子→ＡＮＴ端子間) 

受信 ８０ｄＢ以上(各ＡＮＴ端子→ＲＸ端子、ＳＤ－ＲＸ端子)                      

    ケ アイソレーション：送信 ４０ｄＢ以上(ＴＸ端子相互間) 

受信 ２０ｄＢ以上(ＲＸ端子相互間, ＳＤ－ＲＸ端子) 

コ ＬＮＡ単体利得  ：２７ｄＢ以下 
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  サ 雑音指数    ：３．５ｄＢ以下(各ＡＮＴ端子→ＲＸ端子、ＳＤ－ＲＸ端子) 

  シ 可変減衰器   ：０～３１ｄＢ内を、１ｄＢステップで可変 

  ス 温度条件    ：性能保証 ０℃～＋４０℃ 

             動作保証 －１０℃～＋５０℃ 

  セ 湿度条件    ：性能保証 ４０％～９０％（結露なき場合とする） 

                          動作保証 ３０％～９５％（結露なき場合とする） 

  ソ 入出力接栓   ：Ｎ－Ｊ型 

  タ 質量      ：７５Ｋｇ以下 

チ 外形寸法    ：約１８００ｍｍ（Ｈ）×約２６０ｍｍ（Ｗ）×約２９８ｍｍ（Ｄ） 
以下(※ 突起物を除く) 
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第４章 据付設定仕様 

１ 適用範囲 

本仕様書は「本据付設定」の配線、調整等に適用するものである。据付設定にあたっては

すべて消防本部担当員の承諾を得た上で行う。 

 

２ 一般事項 

（１） 据付設定の原則 

据付は、単体各機器を本仕様書及び関連諸規定、基準の定める事項を十分な経験を持っ

た専門技術者により設定し、設備として優れた総合的機能を長期間安定して発揮させるも

のとする。 

 

（２） 据付設定計画 

ア 据付設定計画は据付設定の手順、安全対策その他据付設定の全般的計画であるから、

監督員との打ち合わせ、現地調査、関連業者との連絡など十分行って据付設定計画書

を作成し、契約後速やかに監督員に提出するものとする。なお、重要な変更が生じた

場合は、変更据付設定計画書を提出しなければならない。 

イ 乙は、甲の指定した据付設定等について代案を申しでることができる。 

ウ 据付設定上必要な機械、材料等は貸与又は支給されるもの以外は、すべて乙の負担と

する。 

 

（３） 据付設定管理 

ア 据付設定管理は据付設定計画に基づき、契約期間内に完全な竣工ができるよう行わな

ければならない。 

イ 据付設定に関わる法令、法規等を遵守し、円滑な進捗を図るものとする。 

ウ 据付設定に必要な関係官庁等に対する手続きは、速やかに行うものとする。 

エ 契約期間中に消防本部担当員と行った主要な協議事項等は、議事録として残す。 

 

（４） 据付設定内容の変更 

ア 甲による変更は変更部分の金額について、双方協議により定めるものとする。 

イ 乙の都合による変更はあらかじめその内容理由を明らかにし消防本部担当員に申し

出るものとし、双方協議により定めるものとする。 

ウ 仕様書に指定又は指示された内容が据付設定困難な場合はその理由、変更内容を申し

出、協議するものとする。 
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３ 据付設定 

（１） 据付設定範囲 

本仕様に定める据付設定範囲は以下の通りとする。 

ア 製造、納入機器の据付設定及び既設機器の移設 

イ 納入機器の電源線、接地線等の配線接続 

ウ 機器相互間のケーブル敷設 

エ 据付設定調整試験及び上記各項目の関連 

 

（２） 据付設定の方法 

据付設定に際しては、住民の生命財産を守る重要な消防通信業務が円滑にはかるように

十分配慮して据付設定すること。 

本仕様書に記載のない事項は、消防本部担当員と協議して据付設定すること。 

据付設定は、事前に据付設定計画書、据付設定図等により承諾を得た後に着手する。 

 

（３） 保護及び危険防止 

本据付設定に際しては、建物、既設機器及び配線等に損傷を与えないよう適切な保護及

び養生を行う。万一、損傷を与えた場合は、消防本部担当員の指示に従って速やかに復旧

させる。 

据付設定に際し、危険のおそれがある箇所には、作業員が安全に就業できるよう適切な

危険防止設備を設ける。万一事故が発生した場合は、速やかに適切な応急処置を行うとと

もに、直ちに消防本部担当員に報告し指示を受けること。なお、この処置については乙の

責任において処理を行う。 

 

（４） 現地調査等 

乙は契約後、必要時に応じて履行場所の現地調査を行う。 

 

（５） 仮設及び移設 

据付設定に際して、既設設備が配置上支障となる場合は、消防本部担当員と協議の上、

適当な場所に仮設、又は移設をすること。 

 

（６） 屋内据付設定 

機器、装置等の床部、壁等への固定は、転倒防止のため原則としてアンカーボルト等に

より堅固に固定するとともに、必要に応じて上部を鉄製金具等で固定すること。 

据付設定に際し、騒音及び振動等の発生が予想される場合は、あらかじめ消防本部担当

員に申し出てその承諾を得ること。 
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（７） 屋外据付設定 

据付設定に際し、配管、配線、据付設定の範囲及び方法については、あらかじめ据付設

定図等により消防本部担当員の承諾を得て行うこと。 

空中線取り付け等の高所作業は、適切な危険防止策をとり、安全管理のうえ実施すること。 

 

（８） 機器据付 

機器の据え付けに際しては、消防本部担当員の承諾を得ること。機器の床据え付け時に

は架台等を使用し、機器の損傷等を防ぐよう配慮する。 

 

（９） 配線 

配線に際しては、ケーブル間の誘導障害等受けないよう配慮すること。 

屋外の接栓接続部は振動、温度差等による接触不良や漏水による影響が無いよう防水処理

をすること。 

建物内への引き込みは、防水処理及び水切りを十分に配慮して行うこと。 

各種ケーブルの端末部及びケーブルが混在する場所には、端子名、用途を記した銘板を付

けること。 

 

（１０） 調整 

装置の取り付け後、装置単体での調整を行った後に、システムの総合的な試験、調整を

行い、本仕様書に定める機能を満足させること。 

試験電波発射時において、総務省総合通信局等の指導のもとに空中線の調整等の実施

を行うこと。 

 

（１１） 申請書類 

以下の申請書類を乙にて作成支援し、消防本部担当員の指示する期日までに提出すること。 

ア 電波法に基づく免許申請に必要な関連書類 

イ その他、履行場所における据付調整作業の実施に必要な書類 

 

（１２） 撤去等 

既設無線装置、電源装置、不要配線材料等を撤去すること。なお、撤去に際しては消防

本部担当員の指示を受けること。撤去後の穴や壁等の剥離箇所は、補修を行うこと。 

 

（１３） 作業時間 

作業時間については、作業開始及び終了時に消防本部担当員に連絡する。なお、この時

間帯以外で作業する場合は、事前に監督員の承諾を得る。作業終了時は、作業場所及びそ

の周辺の整理整頓、清掃を行う。 
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（１４） 据付設定写真 

据付設定時完成写真、及び据付設定後形状が変わるか、又は内容が据付設定後に視認で

きなくなる箇所(名称、寸法等が確認できること）を撮影する。 

 

４ 安全 

（１） 基本事項 

据付設定にあたって労働安全衛生法等関係諸法規を遵守し、安全の確保に万全の対策を

講じて、乙の責任をもって行うものとする。 

 

（２） 安全体制 

ア 安全確保のため安全責任者及び作業現場毎の安全責任者を設け、連絡会議等を行い、

緊急時の措置など安全体制（組織）を確立しなければならない。 

イ 安全責任者は安全のための守則、方法など具体的な対策を定めこれを推進するものと

する。 

ウ 安全衛生責任者はそれぞれ作業主任者等の氏名を明らかにし、これを作業員の見やす

い場所に掲示しておくものとする。 

 

（３） 安全管理 

ア 据付設定用機械は、日常点検、定期点検等を着実におこない、仮設設備は、材料、構

造などを十分点検し事故防止に努めるものとする。 

イ 高所作業、電気作業、その他作業に危険を伴う場合は、それぞれ適合した防護措置を

講ずるものとする。 

ウ 火気の取り扱い及び使用場所に留意するとともに、必要な消火器類を配備しておくこ

と。 

エ 据付設定場所の状況に応じて交通整理員を配置し車両運転中の事故、作業の種類、場

所等による交通阻害、車両の侵入防止等に努めること。 

オ 電気、ガス、水道等の施設に近接し据付設定をおこなう場合は、あらかじめ当該施設

管理者と打ち合わせ、必要であればその立会を求めその指導を得て行うものとする。 

カ 作業員の保健、衛生に留意するとともに、据付設定現場内の整理整頓をはかるなど、

作業環境の整備に努めること。 
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第５章 報告等 

 

１ 報告及び検査等の実施 

乙は、必要に応じて適宜報告を行うほか、必要に応じ、各種検査を行なうものとする。 

なお、検査を受けようとするときは、検査の７日前までに検査の依頼をし、甲の承認を得

て実施すること。 

 

２ 提出書類等 

提出する書類の用紙サイズはＡ４又はＡ３サイズを基本とし、提出部数は２部とする。 

（１） 提出書類 

ア 契約締結後に提出する書類 

①着手届 

②全日程調整表 

③機器構成図（システム系統図） 

イ 製造着手前に提出する書類 

①機器承諾願 

②機器承諾図 

ウ 据付設定前に提出する書類 

①全日程調整表 

②機器設置図 

③作業届 

④その他、作業に際し必要な書類 

エ 完了に伴い提出する書類 

①完成図書 

②機器設置図 

③据付設定写真 

④完了検査成績書 

⑤取扱説明書 

オ 随時提出する書類 

①打ち合わせ議事録 

②協議書 

③その他、甲から指示のあった書類 
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第６章 その他 

 

１ 妨害又は不当要求に対する通報義務 

（１）受注者は契約の履行に当たって暴力団又は暴力団員等から事実関係及び社会通念等に

照らし合理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を

妨げる妨害を受けたときは、市長及び各務原警察署長へ通報しなければならない。な

お、正当な理由がなく通報がない場合は入札参加資格停止の措置を行うことがある。 

（２）受注者は暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことにより、履行期間内に業

務を完了することができないときは、契約書に基づき協議を行うものとする。 

 

２ その他 

 （１）受注者は、社会情勢等やむを得ない理由により、納入期限内に納入を完了することが

できない場合は、令和７年２月２８日までに納入期限の延長について消防本部担当員

と協議すること。 

（２）その他、本仕様書等に記載のない事項については、消防本部担当員と協議しその指示

に従うこと。 



1.0 式

1.0 式

1.0 式

1.0 式

1.0 式

1.0 式

1.0 式

　3.労務費

　一般管理費

　5.その他

小計

　6.諸経費

　 共通仮設費

　現場管理費

統括表

名　　称
規　　格

数　量 単位 単　価 金　額 摘　　　　　要

　1.機器費

　2.材料費

　4.機器撤去費

 各　務　原　市



単位 単　価 金　額 摘　　　　　要数　量名　　称

統括表

合計

消費税

 各　務　原　市



1.0 台

1.0 台

4.0 基

2.0 架

4.0 個

1.0 台

1.0 台

機器費

名　　称
規　　格

数　量 単位 単　価 金　額 摘　　　　　要

無線基地局装置(基本架)

無線基地局装置(増設架)

　　　空中線

空中線共用器

同軸避雷器

管理監視制御卓

計

遠隔制御器

 各　務　原　市



4.0 台

220.0 m

8.0 個

30.0 m

計

　　　同軸接栓(NP-10DFB)

　　　電源ケーブル(VCT5.5sq-3C)

      空中線取付金具　

　　　同軸ケーブル(10D-FB)

材料費

名　　称
規　　格

数　量 単位 単　価 金　額 摘　　　　　要

 各　務　原　市



1.0 台

1.0 台

4.0 基

2.0 架

4.0 個

1.0 台

1.0 台

220.0 m

8.0 個

同軸ケーブル(10D-FB) 敷設

　　　同軸接栓(NP-10DFB)

　　　遠隔制御器　　　据付

　　　管理監視制御卓　据付

労務費

名　　称
規　　格

数　量 単位 単　価 金　額 摘　　　　　要

      無線基地局装置(基本架)　据付　

　　　無線基地局装置(増設架） 据付

　　　空中線 　　　　取付

　　　空中線共用器　　据付

　　　同軸避雷器　　　取付

 各　務　原　市



30.0 m

5.0 箇所

1.0 式

　　　電源ケーブル(VCT5.5sq-3C) 接続

　　　電源ケーブル(VCT5.5sq-3C) 敷設

　　　現地システム調整・総合試験

指令系含む

計

 各　務　原　市



1.0 台

1.0 台

4.0 基

2.0 架

4.0 個

1.0 台

1.0 台

機器撤去費

名　　称
規　　格

数　量 単位 単　価 金　額 摘　　　　　要

　　　無線基地局装置(基本架)

　　　無線基地局装置(増設架)　

　　　空中線　

空中線共用器

同軸避雷器

　　　管理監視制御卓

計

遠隔制御器

 各　務　原　市



1.0 式

1.0 式

1.0 式

その他

名　　称
規　　格

数　量 単位 単　価 金　額 摘　　　　　要

　　　免許申請費

登録点検費

産業廃棄物処分費

計

 各　務　原　市



個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１条 受注者（以下「乙」という。）は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報の取扱にあたっては、個人の権利利益を

侵害することのないよう取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又

は解除された後においても同様とする。 

（再委託の禁止） 

第３条 乙は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、発注者（以下「甲」という。）の承諾

があるときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。 

（使用者への周知） 

第４条 乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報をみ

だりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しな

ければならない。 

（適正な管理） 

第５条 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん及びき損の防止その他の個人情報の適切な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 

（収集の制限） 

第６条 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事務を処理するために必要な範囲

内で、適性かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（使用等の禁止） 

第７条 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を当該事務を処理す

るため以外に使用し、又は第三者に引き渡してはならない。 

（複写・複製の禁止） 

第８条 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために甲から貸与された個人情報が

記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（資料等の返還、廃棄又は消去） 

第９条 乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録

された資料等をこの契約の終了後直ちに甲に返還又は廃棄若しくは消去するものとする。ただし、甲が別に指示したと

きは、当該方法によるものとする。 

２ 乙は、前項により個人情報を廃棄又は消去する場合は、当該個人情報が判読又は復元できないように確実な方法で廃

棄又は消去し、完全に廃棄又は消去した旨の証明書（情報項目、媒体名、数量、廃棄又は消去の方法、責任者、立会者及

び廃棄又は消去の年月日が記載された書面）を甲に提出しなければならない。 

３ 乙は、廃棄又は消去に際し、甲が立会を求めたときは、これに応じなければならない。 

（事故発生時における報告） 

第１０条 乙は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生じる恐れがあることを知ったときは、速やかに

甲に報告し、甲の指示に従うものとする。この契約が終了し､又は解除された後においても同様とする。 

（監査等） 

第１１条 甲は、この契約内容の遵守状況について、乙（再委託を受けた者を含む。以下この条において同じ。）から報告を

受けるとともに、必要があると認めるときは、乙に対して監査等を行うことができる。 

（契約の解除及び損害賠償） 

第１２条 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求をする

ことができるものとする。 


